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表紙 

 
第11回 公社債投資信託 

 
 

運用報告書（全体版） 
 
 

第55期（決算日2016年11月21日） 
 
 

作成対象期間（2015年11月20日～2016年11月21日） 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 

信 託 期 間 無期限とします。 

運 用 方 針 
公社債への投資により、安定した収益の確保を目指して安定運用を行います。また、各前期末までに金利水準、想定されるポート

フォリオのインカム収入等を基に、各期の目標分配額を定め、その目標分配額の実現を目指して運用を行うことを基本とします。 

主な投資対象 円建ての公社債（国債、政府保証債、地方債、金融債、事業債等）を主要投資対象とします。 

主な投資制限 外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
年１回決算を行い、決算日の分配前の基準価額が元本（１万口当たり１万円）を超過する分を原則として全額分配します。決算日の

分配前の基準価額が元本を下回っている場合、分配を行いません。 
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第11回 公社債投資信託

○最近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 新株予約権付社債

（ 転 換 社 債 ）
組 入 比 率

債   券 
組 入 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

 円 円 銭 ％ ％ ％ 百万円

53期(2014年11月19日) 10,000 9.16 0.1 － 93.1 53,889

54期(2015年11月19日) 10,000 6.16 0.1 － 69.6 48,947

55期(2016年11月21日) 10,000 4.12 0.0 － 66.0 39,739
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 当ファンドは、決算時の元本の安定性に最大限配慮しつつ、その目標分配額の実現を目指して運用を行うことを基本としており、ベンチ

マーク等はありません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 新株予約権付社債 

（ 転 換 社 債 ） 
組 入 比 率 

債   券
組 入 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 銭 ％ ％ ％

2015年11月19日 10,000   － － 69.6

11月末 10,000   0.0 － 67.1

12月末 10,001   0.0 － 69.0

2016年１月末 10,001   0.0 － 68.2

２月末 10,002   0.0 － 69.9

３月末 10,002   0.0 － 68.4

４月末 10,003   0.0 － 82.3

５月末 10,004   0.0 － 83.4

６月末 10,004   0.0 － 83.5

７月末 10,004   0.0 － 77.2

８月末 10,004   0.0 － 83.9

９月末 10,004   0.0 － 76.0

10月末 10,004   0.0 － 66.1

(期  末)  

2016年11月21日 10,004.12 0.0 － 66.0
 
＊ 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
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第11回 公社債投資信託

◎運用経過 
○期中の基準価額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期 首：10,000円 

期 末：10,000円（既払分配金（税込み）：４円12銭） 

騰落率：   0.0％（分配金再投資ベース） 

 
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2015年11月19日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

 

＊基準価額は0.04％の上昇 

 基準価額は、ポートフォリオのインカム（利子）収入等により、期首10,000円から期末

10,004.12円（分配金込み）に4.12円の値上がりとなりました。 
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第11回 公社債投資信託

○投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国内経済は、企業収益の水準が高水準にある事や雇用環境の改善などを受け、基調としては

緩やかな回復を続けました。しかしながら、新興国を中心とした海外経済には弱さが見られ、

また個人消費は力強さを欠く中で物価見通しについても低下するなど、国内経済の下押し

リスクがより認識されるようになりました。 

 このような中、日本銀行は「量的・質的金融緩和」を継続し、2016年１月の金融政策決定

会合において「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」を、９月にはこれらの政策枠組みを

強化する意味合いから「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を導入しました。 

 

 １年国債金利（１年金利）は、海外勢を中心とした投資家需要等を受け、１年金利は2016年

１月頃まで－0.05％程度で推移しました。日本銀行が追加金融緩和を決定した2016年１月末

以降、１年金利は急速に低下、追加緩和期待から７月には－0.37％となりましたが、７月末の

金融政策決定会合で金利水準や国債買入額が据え置かれると利回りは上昇しました。その後は

国債需要の高まり等を受け、期末にかけて１年金利は－0.30％へ低下しました。 
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第11回 公社債投資信託

○当ファンドのポートフォリオ 

 

 第11回「公社債投信」は、決算時の元本の安定性に最大限配慮し、目標分配額（第55期は

１万口当たり３円程度）の実現を目指して運用いたしました。 

 

（１）Ａ格以上の信用力の高い発行体が発行する債券やコマーシャル・ペーパーを中心に

組み入れるとともに、コールローン等で運用を行うことにより流動性を確保しました。 

（２）債券組入比率は、期中概ね65～90％程度で推移し、期末には66.0％となりました。 

（３）ポートフォリオのデュレーションは、期中概ね0.2～0.6年程度で推移し、期末は0.48年と

なりました。 

（４）ユーロ円債、サムライ債（円建て外債）への投資は、残存１年程度とし、組入比率は

期中概ね10～20％程度としました。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

 

 当ファンドは、決算時の元本の安定性に

最大限配慮しつつ、その目標配分額の実現を

目指して運用を行うことを基本としており、

ベンチマーク等はありません。 

 グラフは、期中の当ファンドの期別基準

価額騰落率です。 
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第11回 公社債投資信託

◎分配金 
 

＊今期の分配金は4.12円 

 

（１）分  配方針に基づき、決算日の分配前基準価額の元本超過額を原則として全額分配します。

今期の分配金は１万口当たり4.12円（年率0.04％、税込み）となりました。 

（２）今  期は、当初の想定よりも高い水準のスプレッド（国債との利回り較差）を持つ事業債

等への投資がプラス要因となりました。 

 

◎今後の運用方針 
 

 今後の運用につきましては、決算時の元本の安定性に最大限配慮しつつ安定した収益の確保を

目指した運用を行うことを基本とします。 

 なお、日本銀行によるマイナス金利政策のもと、マイナス利回りの資産への投資等を通じて

ファンド全体の損益がマイナスとなった場合は、ファンドの基準価額が下落することが想定

されますのでご留意ください。 

 また、第56期については、金利水準等を基に目標分配額は１万口当たり０円程度と致しました。 

 

 今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 
※マイナス利回りの資産への投資等を通じてファンド全体の損益がマイナスとなった場合は、ファンドの基準価額が下落することが
想定されますのでご留意ください。 
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第11回 公社債投資信託

○１万口当たりの費用明細 (2015年11月20日～2016年11月21日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 0  0.001 (a)信託報酬＝１万口当たり元本×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (0)  (0.000) ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (0)  (0.001) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (0)  (0.000) ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） そ の 他 費 用 0   0.002  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (0)  (0.001) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (0)  (0.000) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 0   0.003   

期中の平均基準価額は、10,002円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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第11回 公社債投資信託

○売買及び取引の状況 (2015年11月20日～2016年11月21日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
地方債証券 9,682,052 － 
 ( 3,897,400)

特殊債券 13,790,630 － 
 (23,980,000)

社債券（投資法人債券を含む） 7,537,486 － 
 (10,800,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分です。 

＊ 社債券（投資法人債券を含む）には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
コマーシャル・ペーパー 11,999,611 － 
 (9,000,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2015年11月20日～2016年11月21日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 31,010 2,607 8.4 － － －

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは
野村證券株式会社です。 

 

公社債 

その他有価証券 

利害関係人との取引状況 
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第11回 公社債投資信託

○組入資産の明細 (2016年11月21日現在) 

 

（Ａ）国内（邦貨建）公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％  ％ 

地方債証券 
7,653,750 7,716,402 19.4 － － －  19.4 

( 7,653,750) ( 7,716,402) (19.4) (－) (－) (－) (19.4)

特殊債券 
(除く金融債) 

3,234,000 3,256,515 8.2 － － －  8.2 

( 3,234,000) ( 3,256,515) ( 8.2) (－) (－) (－) ( 8.2)

金融債券 
7,900,000 7,913,764 19.9 － － －  19.9 

( 7,900,000) ( 7,913,764) (19.9) (－) (－) (－) (19.9)

普通社債券 
(含む投資法人債券) 

7,300,000 7,327,829 18.4 － － －  18.4 

( 7,300,000) ( 7,327,829) (18.4) (－) (－) (－) (18.4)

合 計 
26,087,750 26,214,512 66.0 － － －  66.0 

(26,087,750) (26,214,512) (66.0) (－) (－) (－) (66.0)
 
＊ ( )内は非上場債で内書きです。 
＊ 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
＊ 残存期間が1年以内の公社債は原則として償却原価法により評価しています。 

 

国内公社債 
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第11回 公社債投資信託

（Ｂ）国内（邦貨建）公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

地方債証券 ％ 千円 千円  
東京都 公募第643回 1.7 100,000 100,551 2017/３/17 

北海道 公募平成19年度第６回 1.96 500,000 507,584 2017/８/31 

北海道 公募（５年）平成24年度第２回 0.3 600,000 601,111 2017/５/31 

神奈川県 公募第145回 1.8 311,000 312,872 2017/３/20 
神奈川県 公募第146回 1.76 100,000 100,586 2017/３/20 

神奈川県 公募第147回 1.98 100,000 101,131 2017/６/20 

神奈川県 公募第149回 1.85 100,000 101,533 2017/９/20 

神奈川県 公募（５年）第53回 0.231 100,000 100,188 2017/９/20 
大阪府 公募第303回 1.93 100,000 101,183 2017/６/28 

大阪府 公募（５年）第85回 0.21 300,000 300,537 2017/７/28 

京都府 公募平成19年度第１回 1.81 100,000 101,562 2017/９/26 

兵庫県 公募平成19年度第４回 1.93 200,000 202,297 2017/６/21 
兵庫県 公募平成19年度第９回 1.84 100,000 101,659 2017/10/18 

静岡県 公募平成18年度第８回 1.79 113,000 113,718 2017/３/28 

広島県 公募平成18年度第４回 1.79 293,700 295,560 2017/３/27 

広島県 公募平成19年度第２回 1.94 546,050 554,051 2017/８/24 
福岡県 公募平成24年度第３回 0.18 400,000 400,640 2017/７/27 

千葉県 公募平成19年度第５回 1.85 100,000 101,844 2017/10/25 
千葉県 公募平成24年度第３回 0.27 200,000 200,387 2017/６/23 
千葉県 公募平成24年度第４回 0.22 800,000 801,656 2017/８/25 
共同発行市場地方債 公募第51回 1.9 200,000 202,265 2017/６/23 
共同発行市場地方債 公募第52回 1.9 600,000 607,827 2017/７/25 
共同発行市場地方債 公募第53回 1.8 400,000 405,464 2017/８/25 
熊本県 公募（５年）平成24年度第１回 0.23 300,000 300,607 2017/７/31 
横浜市 公募平成18年度第５回 1.8 100,000 100,602 2017/３/20 
横浜市 公募（５年）第34回 0.22 300,000 300,463 2017/８/14 
札幌市 公募平成18年度第７回 1.8 150,000 150,875 2017/３/17 
千葉市 公募平成19年度第２回 1.87 440,000 447,636 2017/10/26 

小 計 7,653,750 7,716,402  

特殊債券(除く金融債)   
東日本高速道路債券 政府保証第７回 1.9 34,000 34,492 2017/８/24 
日本政策投資銀行社債 財投機関債第28回 0.276 100,000 100,263 2017/９/20 
日本高速道路保有・債務返済機構債券 財投機関債第28回 1.77 100,000 101,478 2017/９/20 
首都高速道路社債 第10回 0.336 700,000 701,924 2017/９/20 
都市再生債券 財投機関債第16回 1.76 100,000 101,456 2017/９/20 
関西国際空港社債 財投機関債第10回 1.86 900,000 913,884 2017/９/20 
東日本高速道路 第18回 0.387 100,000 100,317 2017/９/20 
中日本高速道路社債 第43回 0.362 300,000 300,892 2017/９/20 
中日本高速道路社債 第46回 0.351 300,000 300,864 2017/９/20 
中日本高速道路社債 第53回 0.222 600,000 600,939 2017/６/20 

小 計 3,234,000 3,256,515  

金融債券   
農林債券 利付第739回い号 0.5 100,000 100,056 2016/12/27 
農林債券 利付第741回い号 0.5 2,500,000 2,503,406 2017/２/27 
農林債券 利付第742回い号 0.45 700,000 701,100 2017/３/27 
農林債券 利付第748回い号 0.35 200,000 200,638 2017/９/27  
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第11回 公社債投資信託
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

金融債券 ％ 千円 千円  
しんきん中金債券 利付第271回 0.35 300,000 300,638 2017/６/27 
しんきん中金債券 利付第272回 0.3 500,000 501,053 2017/７/27 
しんきん中金債券 利付第273回 0.3 800,000 801,944 2017/８/25 
しんきん中金債券 利付第274回 0.3 800,000 802,213 2017/９/27 
商工債券 利付（３年）第173回 0.2 500,000 500,620 2017/６/27 
商工債券 利付（３年）第174回 0.15 400,000 400,448 2017/７/27 
商工債券 利付（３年）第176回 0.15 1,100,000 1,101,643 2017/９/27 

小 計 7,900,000 7,913,764  

普通社債券(含む投資法人債券)   
トヨタ自動車 第12回社債間限定同等特約付 0.317 400,000 401,236 2017/９/20 
みずほコーポレート銀行 第７回特定社債間限定同順位特約付 2.08 300,000 304,183 2017/７/27 
三菱東京ＵＦＪ銀行 第137回特定社債間限定同順位特約付 0.275 100,000 100,182 2017/７/20 
三菱東京ＵＦＪ銀行 第157回特定社債間限定同順位特約付 0.146 100,000 100,116 2017/７/24 
トヨタファイナンス 第27回社債間限定同等特約付 1.82 1,000,000 1,005,648 2017/３/17 
三菱地所 第31回 3.125 300,000 307,885 2017/９/26 
三菱地所 第82回担保提供制限等財務上特約無 1.825 200,000 203,096 2017/９/20 
東日本旅客鉄道 第７回社債間限定同順位特約付 3.3 200,000 204,953 2017/８/25 
東日本旅客鉄道 第101回社債間限定同順位特約付 0.126 100,000 100,089 2017/７/25 
ラボバンク・ネダーランド 第24回円貨社債（2014）（コー 0.295 300,000 300,437 2017/５/22 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.12 200,000 200,000 2016/12/８ 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.015 300,000 300,000 2017/５/17 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.015 600,000 600,000 2017/６/14 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.02 100,000 100,000 2017/７/７ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 500,000 500,000 2017/７/12 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 200,000 200,000 2017/９/20 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.02 1,500,000 1,500,000 2017/10/11 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 800,000 800,000 2017/10/13 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 100,000 100,000 2017/11/17 

小 計 7,300,000 7,327,829  

合 計 26,087,750 26,214,512  
 
＊ 額面・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

 

区 分 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

コマーシャル・ペーパー 8,000,003 20.1
 
＊ 比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

国内その他有価証券 
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○投資信託財産の構成 (2016年11月21日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 26,214,512 65.6

その他有価証券 8,000,003 20.0

コール・ローン等、その他 5,718,879 14.4

投資信託財産総額 39,933,394 100.0
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年11月21日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 39,933,394,100  

 コール・ローン等 5,674,782,824  

 地方債証券(評価額) 7,716,402,538  

 特殊債券(評価額) 11,170,280,451  

 社債券(評価額) 7,327,829,493  

 その他有価証券 8,000,003,089  

 未収利息 38,564,322  

 前払費用 5,531,383  

(B) 負債 194,024,185  

 未払金 100,000,000  

 未払収益分配金 16,372,620  

 未払解約金 73,903,669  

 未払信託報酬 3,543,188  

 未払利息 7,566  

 その他未払費用 197,142  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 39,739,369,915  

 元本 39,739,369,675  

 次期繰越損益金 240  

(D) 受益権総口数 39,739,369,675口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,000円
 

（注）期首元本額は48,947,840,858円、期中追加設定元本額は
2,076,910,037円、期中一部解約元本額は11,285,381,220円、
１口当たり純資産額は1.0000円です。 

 

○損益の状況 (2015年11月20日～2016年11月21日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 受取利息等収益 227,092,798  

 受取利息 228,919,641  

 支払利息 △  1,826,843  

(B) 有価証券売買損益 △202,925,503  

 売買益 441,856  

 売買損 △203,367,359  

(C) 信託報酬等 △  4,378,803  

(D) 当期利益(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 19,788,492  

(E) 前期繰越損益金 14,435  

(F) 解約差損益金 △  3,430,067  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 16,372,860  

(H) 収益分配金 △ 16,372,620  

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 240  

 
＊ 損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、

元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 4円12銭0厘 

 
 

 

○お知らせ  

 

 該当事項はございません。 

 

 

 


